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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 91,230 △12.7 2,459 △60.7 2,124 △63.8 848 △69.3
22年3月期 104,514 △1.4 6,258 246.9 5,873 318.3 2,761 561.9

（注）包括利益 23年3月期 975百万円 （―％） 22年3月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 17.47 ― 4.6 2.9 2.7
22年3月期 56.91 ― 16.5 7.9 6.0

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  0百万円 22年3月期  5百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 68,945 19,090 27.2 386.95
22年3月期 76,534 18,353 23.7 372.95

（参考） 自己資本   23年3月期  18,784百万円 22年3月期  18,108百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,139 △919 △1,385 9,159
22年3月期 7,468 △625 △4,031 10,324

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 253 8.8 1.4
23年3月期 ― ― ― 3.00 3.00 152 17.2 0.8
24年3月期(予想) ― ― ― 3.00 3.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 33,000 6.7 △1,000 ― △1,200 ― △900 ― △18.54
通期 95,000 4.1 2,250 △8.5 1,650 △22.3 850 0.2 17.51



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 52,200,239 株 22年3月期 52,200,239 株
② 期末自己株式数 23年3月期 3,654,930 株 22年3月期 3,645,082 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 48,551,872 株 22年3月期 48,533,068 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 67,366 △15.3 1,686 △66.2 1,393 △69.4 573 △75.5
22年3月期 79,569 0.8 4,994 276.9 4,550 411.6 2,340 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 11.29 ―
22年3月期 46.07 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 62,672 18,516 29.5 364.58
22年3月期 69,609 18,177 26.1 357.85

（参考） 自己資本 23年3月期  18,516百万円 22年3月期  18,177百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想のご利用にあたっては、添付資料の３ページを参照して下さい。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 23,000 7.1 △1,200 ― △1,000 ― △19.69
通期 72,000 6.9 1,300 △6.7 700 22.0 13.78
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①当期の概況  

当連結会計年度におけるわが国経済は、不安定な世界情勢や円高に起因する景気の不透明感が見られ

るものの、一部に改善の兆しが見え始めておりました。しかしながら、平成23年３月11日に発生した東

日本大震災は、国内経済に与える影響は計り知れず、先行きの情勢を見極めることが困難な状況となっ

ております。 

また、当社グループの主要事業分野であります道路建設業界におきましては、民間設備投資は下げ止

まりつつあるものの、公共事業は減少傾向が続き、受注競争は一段と激化し、経営環境は非常に厳しい

状況のまま推移いたしました。 

こうした状況のなか、当社グループでは、新中期経営計画「Sustainable Plan 2010」を策定し、環

境の変化に即応できる柔軟な経営体質、経営資源の「選択と集中」による、安定した収益基盤の確立に

向け、当社グループのもつ高い技術力、豊富な工法、高い製品開発力により、技術提案力を高め、各事

業の強化をはかり、グループ経営基盤の強化に取り組んでまいりましたが、受注高は93,872百万円（前

連結会計年度比7.0％減）、売上高は91,230百万円（前連結会計年度比12.7％減）となりました。 

損益につきましては、営業利益は2,459百万円（前連結会計年度、営業利益6,258百万円）となり、経

常利益は2,124百万円（前連結会計年度、経常利益5,873百万円）となりました。 

また、特別損失での、減損損失、災害損失の計上等があり、当期純利益は848百万円（前連結会計年

度、当期純利益2,761百万円）となりました。 

  

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

（建設事業） 

公共事業の減少が進むなか、技術提案型の営業を強化し、積極的に民間受注開拓を展開いたしました

が、受注競争は厳しく、受注高は58,763百万円(前連結会計年度比6.7％減)となりました。また、完成

工事高は56,120百万円(前連結会計年度比15.7％減)となり、次期繰越高は24,144百万円(前連結会計年

度比12.3％増)となりました。利益面におきましては営業利益は236百万円（前連結会計年度、営業利益

2,785百万円）となりました。 

当連結会計年度の主な受注工事と完成工事は、次のとおりであります。 

主な受注工事 

 
  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

受注先 工事名 工事場所

国土交通省 揚川改良 赤岩トンネル舗装工事 新潟県

国土交通省 日本海沿岸東北自動車道 温海トンネル北舗装工事 山形県

国土交通省 尾道・松江自動車道六重地区舗装工事 島根県

東京都 街路築造工事(22六関-1 谷在家） 東京都

東日本高速道路㈱ 北海道縦貫自動車道 森舗装工事 北海道

西日本高速道路㈱ 京滋バイパス 茨木管内舗装補修工事 京都府

㈱ＪＡＬグランドサービス ＪＧＳ十倉寮解体工事 東京都
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主な完成工事 

 
  

（建設材料等の製造販売・環境事業等） 

建設材料等の製造販売・環境事業等におきましては、公共事業減少の影響を受け、売上高は35,109百

万円（前連結会計年度比7.5％減少）となりました。利益面におきましては、原材料価格の高騰によ

り、営業利益は3,544百万円（前連結会計年度、営業利益4,965百万円）となりました。 

  

②次期の見通し 

今後の経済情勢につきましては、震災からの復旧復興が進み、生産活動が回復してくるにつれ回復経

路に復すると期待されますが、当面は不透明感の強い状況が予想されます。 

道路建設業界におきましては、公共事業予算の削減、民間設備投資の減速等、今後も厳しい経営環境

が続くものと考えられます。 

このような環境下、当社グループは、新中期経営計画「Sustainable Plan 2010」の基本方針にもと

づき、安定的な収益基盤の構築に全力を尽くしていく所存であります。 

平成24年３月期の業績につきましては、売上高95,000百万円、営業利益2,250百万円、当期純利益は

850百万円を見込んでおります。 

  

受注先 工事名 工事場所

国土交通省 東九州道(蒲江-県境)浦之迫トンネル第２工区舗装工事 大分県

国土交通省 平成22年度 芸西舗装工事 高知県

福岡北九州高速道路公社 香椎、箱崎(ランプ部)舗装改良工事(22-1) 福岡県

東京都豊島区役所 西池袋中学校解体工事 東京都

豊田市役所 柳川瀬公園スポーツ施設整備工事 愛知県

戸田市役所 惣右衛門サッカー場改修工事 埼玉県

西日本高速道路㈱ 道央自動車道 室蘭管内舗装補修工事 北海道

中日本高速道路㈱ 東名阪自動車道 桑名管内舗装補修工事 愛知県
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①資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

流動資産は、売上高が減少したことにより、受取手形・完成工事未収入金等が減少し、現金預金を減

らしたことにより、前連結会計年度末に比べて12.9％減少し、48,415百万円となりました。 

固定資産は、設備投資を1,282百万円実施しましたが、東日本大震災により被災した資産の除却、減

損損失の計上等があり、前連結会計年度末に比べて1.9％減少し、20,530百万円となりました。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて9.9％減少し、68,945百万円となりました。 

（ロ）負債 

流動負債は、売上高が減少したことにより、支払手形・工事未払金等が減少し、未払法人税等、未成

工事受入金の減少等もあり、前連結会計年度末に比べて16.3％減少し、40,306百万円となりました。 

固定負債は、長期借入金、社債の減少により、前連結会計年度末に比べて4.5％減少し、9,547百万円

となりました。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて14.3％減少し、49,854百万円となりました。 

（ハ）純資産 

純資産合計は、利益剰余金の増加により、前連結会計年度末に比べ4.0％増加し、19,090百万円とな

りました。 

  

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,165百万円減少し、

9,159百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前純利益、売掛債権の減少等による収入と仕入

債務の減少、法人税等の支払額が支出として発生し、1,139百万円の収入（前連結会計年度7,468百万円

の収入）となりました。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出等により、919百万円の支

出（前連結会計年度625百万円の支出）となりました。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、短期・長期借入金の返済、社債の償還もあり、1,385百万

円の支出（前連結会計年度4,031百万円の支出）となりました。 

  

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 （注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値より算出しております。 

 （注２）株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており 

     ます。 

 （注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 （注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債 

     を対象としております。また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支 

     払額を使用しております。 

  

将来に亘って安定、継続的な配当を基本とし、財務体質の充実、将来に必要な研究開発及び設備投資

等に充当するための内部留保を図りながら、株主の皆様に利益還元を行うことを配当に関する基本方針

しております。 

当期の期末配当金につきましては、１株当たり３円を予定しております。なお、次期の期末配当金に

つきましても、１株当たり３円を予定しております。 

  

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率(％) 14.7 18.6 21.1 23.7 27.2

時価ベースの自己資本比率
(％)

12.7 6.7 8.3 11.0 13.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

5.1 － 6.8 2.5 15.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

9.5 － 6.3 17.4 3.5

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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 当社グループは、当社及び関係会社28社（子会社26社、関連会社2社）で構成されており、建設事業を中

核に、関連する建設資材の製造販売事業、環境事業を主たる事業内容としております。 

 当社グループの事業に係わる位置付け及び事業のセグメントとの関係は以下の通りであり、事業のセグメ

ントと同一区分であります。 

 持株会社 

持株会社の株式会社トーアホールディングに、当社の関係会社を傘下に置き、効率的なグループ経営を

行っております。 

 建設事業 

道路舗装工事を中心として、土木工事、造園・緑化工事、スポーツ施設工事、地盤改良工事、河川改修

工事、特殊浚渫工事等の建設工事、建設物の解体、コンサルタント業務等を行っております。 

 主な関係会社 

  姶建産業株式会社、株式会社敷島組、コクド株式会社、株式会社ＴＡＣエンジ等12社 

  

 建設材料等の製造販売・環境事業 

アスファルト乳剤、改質アスファルト、アスファルト合材、リサイクル骨材、土木・生コンクリート用

砕石等の製造・販売、建設機械の製造・販売、舗装工事等に関連する商品販売、建設廃棄物の中間処理、

汚染土壌の調査・浄化処理等を行う環境事業等を行っております。 

 主な関係会社 

三重中央アスコン株式会社、札幌共同アスコン株式会社、株式会社東亜利根ボーリング、株式会社トー

ア物流等15社 

  

なお、株式会社トーアホールディングは、平成23年４月１日に当社と合併して消滅していて、詳しい内

容は個別財務諸表の重要な後発事象に記しております。 

２．企業集団の状況
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 事業の系統図は次のとおりであります。 
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当社グループは、高い技術力、豊富な工法、高い製品開発力により競争優位性を確固たるものとし、

環境にも配慮した質の高い社会資本の整備拡充に貢献していくことを経営の基本方針としております。

経営指標としましては、今後予想される公共事業予算の大幅な削減および民間設備投資の低迷などに

よる売上高、営業利益、経常利益等の落ち込みを最小限に抑え、新中期経営計画の最終年度である平成

25年３月期には、連結売上高970億、経常利益19億、自己資本193億、Ｄ／Ｅレシオ0.9倍以下にしま

す。  

当社グループは、平成22年４月に新中期経営計画（平成22年４月～平成25年３月）Sustainable 

Plan 2010 をスタートさせました。 

Sustainable（サステイナブル） とは“持続可能”の意味であり、ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動

を積極的に推進し、「社会的に信頼される企業」、「永続的に存続できる企業」になることを目指して

おります。 

以下の基本方針のもと、当社グループの高い技術力、豊富な工法、高い製品開発力により、環境にも

配慮した高い社会資本の整備拡充に貢献していきます。 

＜連結経営目標＞ 

                 単位：百万円 

 

＜新中経営計画の基本方針＞ 

 １．マーケット縮小の影響を最小限に抑える諸施策の早期実行 

 ２．環境の変化に即応できる柔軟な経営体質の構築 

 ３．経営資源の「選択と集中」による安定した収益基盤の構築 

 ４．研修制度の充実やＯＪＴを通じた人材の育成 

 ５．グループとしての技術と情報の共有化、シナジー効果による収益力、総合力の強化 

 ６．ＣＳＲ（社会的責任）経営の推進 

公共工事予算の大幅な削減および民間設備投資の低迷による受注競争の激化や建設資材高騰による建

設コストの上昇等、現在の厳しい経営環境が当分の間続くものと認識しております。 

当社グループは、今後予想される受注環境の変化を見据え、厳しい競争環境を勝ち抜いていくため、

新中期経営計画の諸施策を推し進め、計画した目標達成に向けて努力していきます。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

平成24年３月期 平成25年３月期

売上高 95,000 97,000

営業利益 2,250 2,500

経常利益 1,650 1,900

当期純利益 850 1,100

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 10,324 9,159

受取手形・完成工事未収入金等 ※4  34,500 ※4  29,036

未成工事支出金 ※6  6,244 ※6  5,967

販売用不動産 155 62

商品及び製品 616 834

仕掛品 341 266

材料貯蔵品 734 903

繰延税金資産 703 618

その他 2,601 2,134

貸倒引当金 △604 △569

流動資産合計 55,617 48,415

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） ※5  2,885 ※5  2,653

機械・運搬具（純額） ※5  2,004 ※5  1,796

土地 ※8  12,866 ※8  12,844

リース資産（純額） ※5  114 ※5  275

建設仮勘定 28 4

その他（純額） ※5  138 ※5  110

有形固定資産合計 18,038 17,683

無形固定資産 169 153

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  940 ※1, ※2  1,026

長期貸付金 1,554 1,460

繰延税金資産 257 294

その他 1,130 1,000

貸倒引当金 △1,173 △1,088

投資その他の資産合計 2,709 2,692

固定資産合計 20,917 20,530

資産合計 76,534 68,945
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 27,299 22,506

短期借入金 ※2  11,462 ※2  10,857

1年内償還予定の社債 557 657

未払法人税等 2,033 545

未成工事受入金 3,723 3,109

完成工事補償引当金 108 92

工事損失引当金 ※6  379 ※6  765

リース資産減損勘定 22 －

その他 2,592 1,772

流動負債合計 48,179 40,306

固定負債   

社債 1,559 1,151

長期借入金 4,791 4,611

繰延税金負債 103 305

再評価に係る繰延税金負債 ※8  1,495 ※8  1,495

退職給付引当金 831 947

事業整理損失引当金 ※9  524 ※9  364

債務保証損失引当金 51 28

負ののれん 0 －

長期リース資産減損勘定 155 －

資産除去債務 － 85

その他 489 557

固定負債合計 10,002 9,547

負債合計 58,181 49,854

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,584 7,584

資本剰余金 6,902 6,902

利益剰余金 4,264 4,865

自己株式 △875 △876

株主資本合計 17,875 18,475

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 83 155

土地再評価差額金 ※8  148 ※8  153

その他の包括利益累計額合計 232 309

少数株主持分 244 305

純資産合計 18,353 19,090

負債純資産合計 76,534 68,945

東亜道路工業㈱（1882）平成23年3月期決算短信

- 10 -



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 104,514 91,230

売上原価 ※1, ※2  91,393 ※1, ※2  82,466

売上総利益 13,120 8,763

販売費及び一般管理費 ※3, ※4  6,862 ※3, ※4  6,304

営業利益 6,258 2,459

営業外収益   

受取利息 28 31

受取配当金 19 22

負ののれん償却額 163 0

持分法による投資利益 5 0

ファクタリング料 － 18

その他 113 91

営業外収益合計 330 164

営業外費用   

支払利息 440 320

手形売却損 62 34

金融手数料 155 122

その他 57 22

営業外費用合計 715 499

経常利益 5,873 2,124

特別利益   

固定資産売却益 ※5  16 ※5  20

投資有価証券売却益 0 5

貸倒引当金戻入額 － 31

債務保証損失引当金戻入額 24 22

子会社清算益 31 －

会員権売却益 11 1

その他 － 23

特別利益合計 83 103

特別損失   

固定資産売却損 ※6  37 ※6  3

固定資産除却損 ※7  44 ※7  69

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 19 －

会員権評価損 8 1

貸倒引当金繰入額 171 －

損害補償金 194 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 65

減損損失 － ※8  76

事業撤退損 ※8, ※9  613 －
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

災害による損失 － ※10  59

その他 53 3

特別損失合計 1,143 280

税金等調整前当期純利益 4,813 1,948

法人税、住民税及び事業税 2,042 651

過年度法人税等 － 152

法人税等調整額 △74 240

法人税等合計 1,967 1,044

少数株主損益調整前当期純利益 － 903

少数株主利益 84 55

当期純利益 2,761 848
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 903

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 71

その他の包括利益合計 － ※2  71

包括利益 － ※1  975

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 920

少数株主に係る包括利益 － 55
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,584 7,584

当期末残高 7,584 7,584

資本剰余金   

前期末残高 6,908 6,902

当期変動額   

連結範囲の変動 △4 －

自己株式の処分 △1 －

当期変動額合計 △5 －

当期末残高 6,902 6,902

利益剰余金   

前期末残高 1,658 4,264

当期変動額   

剰余金の配当 △145 △242

当期純利益 2,761 848

連結範囲の変動 △11 －

土地再評価差額金の取崩 － △4

当期変動額合計 2,605 600

当期末残高 4,264 4,865

自己株式   

前期末残高 △915 △875

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 41 －

当期変動額合計 39 △1

当期末残高 △875 △876

株主資本合計   

前期末残高 15,236 17,875

当期変動額   

剰余金の配当 △145 △242

当期純利益 2,761 848

連結範囲の変動 △15 －

土地再評価差額金の取崩 － △4

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 40 －

当期変動額合計 2,639 599

当期末残高 17,875 18,475
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4 83

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 71

当期変動額合計 79 71

当期末残高 83 155

土地再評価差額金   

前期末残高 148 148

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 4

当期変動額合計 － 4

当期末残高 148 153

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 153 232

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 76

当期変動額合計 79 76

当期末残高 232 309

少数株主持分   

前期末残高 160 244

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 84 60

当期変動額合計 84 60

当期末残高 244 305

純資産合計   

前期末残高 15,550 18,353

当期変動額   

剰余金の配当 △145 △242

当期純利益 2,761 848

連結範囲の変動 △15 －

土地再評価差額金の取崩 － △4

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 40 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 163 137

当期変動額合計 2,803 737

当期末残高 18,353 19,090
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,813 1,948

減価償却費 1,292 1,230

負ののれん償却額 △163 △0

のれん償却額 30 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △133 △120

減損損失 － 76

工事損失引当金の増減額（△は減少） 177 386

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △24 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） 236 115

有形固定資産除却損 44 69

投資有価証券評価損益（△は益） 19 －

受取利息及び受取配当金 △48 △53

支払利息 440 320

持分法による投資損益（△は益） △5 △0

固定資産売却損益（△は益） 20 △16

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △4

売上債権の増減額（△は増加） △2,456 5,463

未成工事支出金の増減額（△は増加） 664 276

たな卸資産の増減額（△は増加） 225 △219

仕入債務の増減額（△は減少） 1,944 △4,792

未払消費税等の増減額（△は減少） 284 △476

未成工事受入金の増減額（△は減少） △739 △613

その他 1,433 86

小計 8,057 3,652

利息及び配当金の受取額 48 53

利息の支払額 △429 △321

法人税等の支払額 △208 △2,244

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,468 1,139

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △846 △1,072

有形固定資産の売却による収入 99 66

投資有価証券の取得による支出 △4 △3

投資有価証券の売却による収入 5 5

子会社株式の取得による支出 △20 －

貸付けによる支出 △469 △443

貸付金の回収による収入 538 538

定期預金の払戻による収入 60 －

その他 10 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △625 △919
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,206 △475

長期借入れによる収入 2,900 2,830

長期借入金の返済による支出 △3,609 △3,139

社債の発行による収入 2,205 292

社債の償還による支出 △199 △607

自己株式の売却による収入 40 －

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △145 △242

その他 △16 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,031 △1,385

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,810 △1,165

現金及び現金同等物の期首残高 7,546 10,324

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △32 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  10,324 ※１  9,159
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該当事項はありません。 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    24社 連結子会社の数    26社

 主要な連結子会社の名称  主要な連結子会社の名称

  ㈱アスカ   ㈱アスカ

  ㈱東亜利根ボーリング等   ㈱東亜利根ボーリング等

当連結会計年度において次のとおり

連結子会社が減少しております。

当連結会計年度において次のとおり

連結子会社が増加しております。

  清算による減    1社   新規設立による増   2社

  清算中につき重要性 

  がなくなり減    1社

 主要な非連結子会社名  主要な非連結子会社名

  ㈱乃木坂リース

上記の非連結子会社は、現在清

算中のため、当連結会計年度よ

り主要な子会社としての記載を

しておりません。

㈱乃木坂リースは清算が終了した

ため連結の範囲から除外しており

ます。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法適用の非連結子会社の数 ― 

持分法適用の関連会社の数   1社

持分法適用の非連結子会社の数 ― 

持分法適用の関連会社の数   1社

  主要な持分法適用関連会社の名称   主要な持分法適用関連会社の名称

   ㈱県南    ㈱県南

(1)持分法非適用の主要な非連結子会 

  社名

(1)持分法非適用の主要な非連結子会
  社名

  ㈱乃木坂リース 

   上記の持分法非適用の非連結子 

     会社は、当期純損益及び利益剰

㈱乃木坂リースは清算が終了した

ため持分法の適用から除外してお

ります。

余金等に及ぼす影響が軽微なた

め、持分法の適用から除外して

おります。

  

(2)持分法非適用の主要な関連会社名 (2)持分法非適用の主要な関連会社名

  ㈱ミヤギレキセイ   ㈱ミヤギレキセイ

上記の持分法非適用の関連会社

は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微なため、

持分法の適用から除外しており

ます。

  同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結財務諸表提

出会社と一致しております。

   同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1)重要な資産の評価基準 有価証券 有価証券

  及び評価方法  その他有価証券  その他有価証券

 時価のあるもの  時価のあるもの

  連結会計年度末日の市場価格等に 同左

  基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法より算定）

 時価のないもの  時価のないもの

移動平均法による原価法   同左

たな卸資産 たな卸資産

 未成工事支出金  未成工事支出金

  個別法に基づく原価法   同左

 販売用不動産  販売用不動産

個別法に基づく原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しており

ます。）

同左

 商品及び製品  商品及び製品

総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定してお

ります。）

同左

 仕掛品  仕掛品

個別法に基づく原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しており

ます。）

同左

 材料貯蔵品  材料貯蔵品

総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定してお

ります。）

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (2)重要な減価償却資産の 有形固定資産（リース資産を除く） 有形固定資産（リース資産を除く）

  減価償却の方法 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得建物

（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

同左

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌連結会計年

度より、取得価額の5％と備忘価額

の差額を5年間で均等償却する方法

によっております。

リース資産 リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

に係るリース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

 同左

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

     ―――――

無形固定資産（リース資産を除く） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただ

し、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

同左

 (3)重要な繰延資産の処理 

 方法

社債発行費については、支出時に全

額費用として処理しております。 

 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (4)重要な引当金の計上基 貸倒引当金 貸倒引当金

  準 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

 同左

完成工事補償引当金 完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保による補償損失

に備えるため、完成工事高に前３連

結会計年度の完成工事高に対する工

事補償費の発生割合を乗じた額に、

将来の補償見込額を加味して計上し

ております。

 同左

工事損失引当金 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末未成工事の

うち損失の発生が見込まれ、その金

額を合理的に見積もることができる

工事について、損失見込額を計上し

ております。

 同左

退職給付引当金 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により発生

した連結会計年度より費用処理して

おります。

同左

事業整理損失引当金

事業整理に伴い発生する将来の損失

に備えるため、事業整理の内容等を

勘案して、今後発生すると認められ

る損失見込額を計上しております。

事業整理損失引当金

同左

債務保証損失引当金 債務保証損失引当金    

債務保証等について、将来の損失発

生に備えるため、保証先の資産状態

等を勘案して、特に計上を要すると

認められる損失見込額を計上してお

ります。

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (5)重要な収益及び費用の

計上基準

完成工事高の計上基準

当連結会計年度に着手した工事契約

から、当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

完成工事高の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

 (6)重要なヘッジ会計の方 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

   法 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているので、特例処

理を採用しております。

 同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金の利息

 同左

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップを行っておりま

す。

 同左

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみの

ため、有効性の評価を省略しており

ます。

 同左

  (7)連結キャッシュ・フロ 

 ー計算書における資金 

 の範囲

     ――――― 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

 (8)消費税の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

 同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

―――――

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんは、５年間で均

等償却しております。

―――――

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

―――――
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計処理の変更）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（工事契約に関する会計基準）           ―――――

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計

年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 企業会計基準第15号(平成19年12月27

日)）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第18

号(平成19年12月27日)）を適用しており、当連結会

計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。 

これにより、当連結会計年度の売上高は632百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ18百万円増加しております。

――――― （資産除去債務に関する会計基準等）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用

しております。 

これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利

益は4百万円減少し、税金等調整前当期純利益は70百

万円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始時における資産除去債務の計上額は83百万円で

あります。

（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

          ――――― （連結損益計算書）

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21

年３月24日 内閣府令第５号）を適用し「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

         ――――― （連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外収益「その他」に含

めて表示しておりました「ファクタリング料」（前

連結会計年度22百万円）は、重要性が増したため、

区分掲記しております。
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（追加情報）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

          ――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）

を適用しております。 

ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他

の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※１ このうち関連会社に対する金額は、次のとおりで

あります。

投資有価証券(株式) 51百万円

※１ このうち関連会社に対する金額は、次のとおりで

あります。

投資有価証券(株式) 52百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

      下記の資産は貸株による短期借入金（134百万

円）の担保に供しております。

投資有価証券 180百万円
 

※２ 担保資産及び担保付債務

      下記の資産は貸株による短期借入金（108百万

円）の担保に供しております。

投資有価証券 153百万円

  ３ 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し債務保証を行っております。

㈱ＩＷＤ 150百万円

興亜建設工業㈱ 183百万円

その他１社 30百万円

従業員 20百万円

 計 384百万円

  ３ 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し債務保証を行っております。

㈱ＩＷＤ 136百万円

興亜建設工業㈱ 163百万円

その他１社 24百万円

従業員 15百万円

 計 338百万円

※４ 受取手形裏書譲渡高 21百万円 ※４ 受取手形裏書譲渡高 29百万円

※５ 減価償却累計額

建物・構築物 7,715百万円

機械・運搬具 18,225百万円

リース資産 16百万円

その他 1,580百万円

 計 27,538百万円

※５ 減価償却累計額

建物・構築物 7,830百万円

機械・運搬具 18,567百万円

リース資産 57百万円

その他 1,599百万円

 計 28,055百万円

※６ たな卸資産及び工事損失引当金の表示 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契

約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金

に対応する額は284百万円であります。

※６ たな卸資産及び工事損失引当金の表示

     損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契

約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金

に対応する額は558百万円であります。

 ７  貸出コミットメント 

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行2行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年

度末における借入金未実行残高は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 3,700百万円

差引額 2,300百万円

 ７  貸出コミットメント 

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行2行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年

度末における借入金未実行残高は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 3,500百万円

差引額 2,500百万円
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前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※８ 当社は、土地の再評価に関する法律及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い土地再評価差

額金を純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令に定める固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算定する

方法 

・再評価を行った年月日  平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末にお 

 ける時価と再評価後の帳簿価額との差額 

               △1,553百万円

※８ 当社は、土地の再評価に関する法律及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い土地再評価差

額金を純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令に定める固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算定する

方法 

・再評価を行った年月日  平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末にお 

 ける時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                △1,841百万円

※９ 事業整理損失引当金 

当社の子会社㈱サンロック青森支店の砕石事業

廃止に伴い発生する将来の損失の発生に備える

ため、今後発生すると認められる損失見込額を

計上しております。

※９ 事業整理損失引当金 

 同左
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の 

      低下による簿価切下額 

   売上原価              6百万円 

 

※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                    177百万円

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の 

      低下による簿価切下額 

  （洗替法による戻入額との相殺後の金額） 

   売上原価             △5百万円

※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                    386百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 3,209百万円

貸倒引当金繰入額 321百万円

退職給付費用 324百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 3,107百万円

退職給付費用 272百万円

※４ 研究開発費

   一般管理費に含まれている研究開発費は211百万

円であります。

※４ 研究開発費

   一般管理費に含まれている研究開発費は229百万

円であります。

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 12百万円

土地 1百万円

その他 2百万円

 計 16百万円

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 14百万円

土地 5百万円

その他 0百万円

計 20百万円

 

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 9百万円

土地 26百万円

その他 0百万円

 計 37百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 1百万円

土地 2百万円

その他 0百万円

計 3百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 7百万円

機械装置 30百万円

その他 6百万円

 計 44百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 34百万円

機械装置 26百万円

その他 8百万円

計 69百万円
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※８ 減損損失

     当社グループは、以下の資産について「事業撤退

損」に含めて減損損失を計上しました。

(百万円)

地 
域

主な 
用途

種 類 減損損失

東
北
圏

製造施設 土地及び建物等 29

   減損損失を把握するにあたり、継続的に損益の把

握を行っている管理会計上の区分を考慮して建設

事業と製造販売事業に分けてグルーピングを実施

しております。 

その結果、当社の子会社㈱サンロック青森支店の

砕石事業の廃止に伴い、今後の具体的な使用見込

みがないため、当該資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を事業撤退損

29百万円として特別損失に計上しております。 

その内訳は、土地17百万円、建物11百万円、その

他1百万円であります。 

なお、当社グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、固定資産税評価額等に基づい

て算出しております。

 

※８ 減損損失      

    当社グループは、以下の資産について減損損失を

計上しました。 

(百万円)

地
域

主な
用途

種 類 減損損失

北
海
道
圏

事務所 建物及び構築物等 52

中
部
圏

遊休資産 土地 13

関
西
圏

遊休資産 建物 11

   減損損失を把握するにあたり、継続的に損益の把

握を行っている管理会計上の区分を考慮して建設

事業と製造販売事業に分けてグルーピングを実施

しております。 

その結果、事務所については競争激化により収益

性が低下しているため、遊休資産については価値

の下落が発生したため、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失76

百万円として特別損失に計上しております。 

その内訳は、建物46百万円、土地13百万円、その

他17百万円であります。 

なお、当社グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、固定資産税評価額等に基づい

て算出しております。

※９ 事業撤退損 ※９        ―――――

   当社の子会社㈱サンロック青森支店の砕石事業の

廃止に伴う固定資産の減損、除却費用、リース資

産の精算金、現状回復費用及び棚卸資産の在庫処

分費用等を計上したものであり内訳は以下のとお

りです。

   

固定資産減損損失 29百万円

棚卸資産在庫処分損 59百万円

事業整理損失引当金繰入額 524百万円

 計 613百万円

   

 

※10 災害による損失

   東日本大震災により、被災した棚卸資産の廃棄処

分費用、製造設備の復旧及び原状回復に関する修

繕費の見積額を計上したものであり内訳は以下の

とおりであります。

棚卸資産処分費用 17百万円

製造設備復旧・修繕費用 41百万円

計 59百万円

   上記のほか固定資産除却損のなかに滅失等による

除却損35百万円が含まれております。
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      10,852株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      500株 

 連結子会社が所有している株式の減少   173,000株 

  

   該当事項はありません。 
  

 
  

 
  

(連結包括利益計算書関係)

    当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

    ※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株式に係る包括利益 2,841百万円

少数株主に係る包括利益 84百万円

計 2,925百万円

    ※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券差額金 79百万円

計 79百万円

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 52,200,239 ― ― 52,200,239

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,807,730 10,852 173,500 3,645,082

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 152 3 平成21年３月31日 平成21年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 253 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      9,848株 

  

   該当事項はありません。 
  

 
  

 
  

  

  

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 52,200,239 ― ― 52,200,239

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,645,082 9,848 ― 3,654,930

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 253 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 152 3 平成23年３月31日 平成23年６月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 10,324百万円

現金及び現金同等物 10,324百万円
 

現金及び預金勘定 9,159百万円

現金及び現金同等物 9,159百万円
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(注) １ 事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び内部管理上採用している区分を勘案しております。 

   ２ 各事業区分に属する主な内容 

     建設事業…………………舗装、土木その他建設工事全般に関する事項 

     製造販売・環境事業等…アスファルト合材、アスファルト乳剤、その他建設用材料の製造販売・環境事業 

           等の事業 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の本社管理部門に係

る費用であります。 前連結会計年度 1,281百万円  当連結会計年度 1,539百万円 

   ４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、長期投資資産(投資有価証券)及び本社管

理部門に係る資産等であります。 

   ５ 会計方針の変更 

     当連結会計年度から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第15号(平成19年

12月27日)）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第

18号(平成19年12月27日)）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計

年度では、建設事業の売上高は632百万円増加し、営業利益が18百万円増加しております。 

   ６ 製造販売・環境事業等セグメントにおいて、当連結会計年度に減損損失が29百万円発生しており、当該減損

損失については、注記事項「連結損益計算書関係」に記載のとおり、事業撤退損に含めて計上しておりま

す。 

  

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

建設事業
製造販売・
環境事業等

計
消去又は 
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 66,552 37,961 104,514 ― 104,514

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

50 1,002 1,053 (1,053) ―

計 66,603 38,964 105,567 (1,053) 104,514

  営業費用 63,818 33,998 97,816 438 98,255

  営業利益 2,785 4,965 7,751 (1,492) 6,258

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失 
  及び資本的支出

  資産 42,801 33,641 76,442 92 76,534

  減価償却費 393 803 1,196 95 1,292

  資本的支出 256 594 850 147 998

(所在地別セグメント情報)

 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

 在外子会社及び重要な海外支店がないため、記載を省略しております。

(海外売上高)

 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

  海外売上高がないため、記載を省略しております。
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１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは、舗装、土木その他建設工事、建設物の解体工事を行う「建設事業」とアスファルト

合材、アスファルト乳剤、その他建設用材料の製造販売及び建設廃棄物の中間処理、汚染土壌の調査・

浄化処理等を行う「製造販売・環境事業等」で事業活動を展開しております。 

従って、当社グループは「建設事業」及び「製造販売・環境事業等」の２つを報告セグメントとして

おります。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に

基づいております。 

報告セグメントの利益は営業利益をベースとした数値であります。 

  

(セグメント情報)
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 
  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 
  

（単位：百万円）

報告セグメント

建設事業
製造販売・ 
環境事業等

計

売上高

 外部顧客への売上高 66,552 37,961 104,514

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高

50 1,002 1,053

計 66,603 38,964 105,567

セグメント利益 2,785 4,965 7,751

セグメント資産 42,801 33,641 76,442

その他の項目

 減価償却費 393 803 1,196

 持分法適用会社への投資額 ― 46 46

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額

256 594 850

（単位：百万円）

報告セグメント

建設事業
製造販売・ 
環境事業等

計

売上高

 外部顧客への売上高 56,120 35,109 91,230

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高

74 1,009 1,083

計 56,195 36,118 92,313

セグメント利益 236 3,544 3,781

セグメント資産 37,311 29,169 66,480

その他の項目

 減価償却費 300 809 1,110

 持分法適用会社への投資額 ― 47 47

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額

273 958 1,232
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

 

 
(注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

 
(注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社管理部門の資産であります。 

 
(注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社建物の設備投資額であります。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 105,567 92,313

セグメント間取引消去 △1,053 △1,083

連結財務諸表の売上高 104,514 91,230

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 7,751 3,781

セグメント間取引消去 46 △1

全社費用（注） △1,539 △1,320

連結財務諸表の営業利益 6,258 2,459

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 76,442 66,480

セグメント間の債権の相殺消去 △10,370 △9,024

全社資産（注） 10,462 11,488

連結財務諸表の資産合計 76,534 68,945

（単位：百万円）

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結 
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結 
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 1,196 1,110 95 119 1,292 1,230

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

850 1,232 147 49 998 1,282
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

（1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

  

（2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 
  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下

のとおりであります。 

 
  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

(関連情報)

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 7,332 建設事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計

建設事業
製造販売・
環境事業等

計

減損損失 52 ― 52 24 76

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計

建設事業
製造販売・
環境事業等

計

当期償却額 ― 0 0 ― 0

当期末残高 ― ― ― ― ―

(報告セグメントごと負ののれんの発生益に関する情報)
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ 算定上の基礎 

   （１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   （２）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

 該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 372円 95銭 386円 95銭

１株当たり当期純利益金額 56円 91銭 17円 47銭

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表上の純資産の部の合計額(百万円) 18,353 19,090

普通株式に係る純資産額(百万円) 18,108 18,784

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 244 305

普通株式の発行済株式数(千株) 52,200 52,200

普通株式の自己株式数(千株) 3,645 3,654

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
数(千株)

48,555 48,545

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,761 848

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る当期純利益(百万円) 2,761 848

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,533 48,551

(重要な後発事象)
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事業別受注・売上・次期繰越高 

（９）生産、受注及び販売の状況

区   分

前連結会計年度 当連結会計年度

平成21年４月１日 平成22年４月１日

平成22年３月31日 平成23年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

（百万円） （％） （百万円） （％）

前 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 20,093 80.1 16,179 75.2

土木工事 4,994 19.9 5,323 24.8

計 25,088 100.0 21,502 100.0

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 25,088 100.0 21,502 100.0

受 
注 
高

建設事業

舗装工事 55,206 54.7 52,153 55.6

土木工事 7,760 7.7 6,609 7.0

計 62,966 62.4 58,763 62.6

製造販売・環境事業等 37,961 37.6 35,109 37.4

合  計 100,928 100.0 93,872 100.0

売 
上 
高

建設事業

舗装工事 59,120 56.6 48,030 52.6

土木工事 7,431 7.1 8,090 8.9

計 66,552 63.7 56,120 61.5

製造販売・環境事業等 37,961 36.3 35,109 38.5

合  計 104,514 100.0 91,230 100.0

次 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 16,179 75.2 20,302 84.1

土木工事 5,323 24.8 3,842 15.9

計 21,502 100.0 24,144 100.0

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 21,502 100.0 24,144 100.0
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 9,098 7,885

受取手形 3,655 3,979

完成工事未収入金 18,596 14,294

売掛金 6,214 5,120

未成工事支出金 5,034 5,375

ＪＶ工事支出金 202 105

販売用不動産 155 62

商品及び製品 249 353

材料貯蔵品 429 528

短期貸付金 1,469 2,294

前払費用 192 144

繰延税金資産 666 577

未収入金 879 659

信託受益権 1,320 1,088

営業外受取手形 922 948

その他 71 63

貸倒引当金 △543 △350

流動資産合計 48,615 43,131

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,762 1,621

構築物（純額） 401 365

機械及び装置（純額） 1,546 1,340

車両運搬具（純額） 139 120

工具器具(純額) 63 47

備品(純額) 51 38

土地 11,843 11,824

リース資産（純額） 94 249

建設仮勘定 28 4

有形固定資産合計 15,930 15,611

無形固定資産   

借地権 29 28

ソフトウエア 61 49

電話加入権 33 33

無形固定資産合計 124 111

投資その他の資産   

投資有価証券 656 676

関係会社株式 339 1,419
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

出資金 0 0

長期貸付金 1,538 1,445

関係会社長期貸付金 4,661 3,108

破産更生債権等 356 290

長期前払費用 101 85

繰延税金資産 257 285

会員権 36 35

その他 187 188

貸倒引当金 △3,195 △3,719

投資その他の資産合計 4,938 3,817

固定資産合計 20,993 19,540

資産合計 69,609 62,672

負債の部   

流動負債   

支払手形 9,814 8,621

工事未払金 7,280 5,517

買掛金 2,814 2,190

短期借入金 10,010 9,574

1年内償還予定の社債 537 637

1年内返済予定の長期借入金 2,520 2,510

リース債務 22 55

未払金 1,697 1,157

未払費用 1,084 654

未払法人税等 1,731 416

未払消費税等 646 244

未成工事受入金 3,319 2,776

前受金 3 5

預り金 405 449

完成工事補償引当金 82 67

工事損失引当金 374 763

流動負債合計 42,342 35,640

固定負債   

社債 1,479 1,091

長期借入金 4,540 4,522

リース債務 76 206

再評価に係る繰延税金負債 1,457 1,457

退職給付引当金 515 614

債務保証損失引当金 684 303

資産除去債務 － 40

長期預り保証金 155 149
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

その他 181 129

固定負債合計 9,089 8,515

負債合計 51,431 44,156

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,584 7,584

資本剰余金   

資本準備金 5,619 5,619

その他資本剰余金 635 635

資本剰余金合計 6,255 6,255

利益剰余金   

利益準備金 906 906

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 40 40

別途積立金 1,207 3,257

繰越利益剰余金 2,363 628

利益剰余金合計 4,517 4,832

自己株式 △322 △324

株主資本合計 18,034 18,347

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 49 68

土地再評価差額金 94 99

評価・換算差額等合計 143 168

純資産合計 18,177 18,516

負債純資産合計 69,609 62,672
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

完成工事高 55,295 45,241

製品売上高 20,475 18,531

その他の営業収入 3,798 3,594

売上高合計 79,569 67,366

売上原価   

完成工事原価 50,384 42,860

製品売上原価   

製品期首たな卸高 222 210

当期製品製造原価 16,384 15,916

当期製品仕入高 2,613 2,296

製品運搬費等 2,818 2,540

小計 22,038 20,964

製品期末たな卸高 210 307

他勘定振替高 4,848 4,533

製品売上原価 16,979 16,122

その他営業費用   

商品期首たな卸高 44 38

当期商品仕入高 1,101 1,141

当期発生費用 1,720 1,620

商品期末たな卸高 38 46

商品他勘定振替高 211 268

その他営業費用 2,615 2,485

売上原価合計 69,980 61,468

売上総利益   

完成工事総利益 4,910 2,381

製品売上総利益 3,495 2,408

その他の売上総利益 1,183 1,108

売上総利益合計 9,589 5,898

販売費及び一般管理費   

役員報酬 120 131

顧問料 150 118

従業員給料手当 2,276 2,310

退職金 29 31

退職給付費用 296 234

法定福利費 361 369

福利厚生費 76 94

修繕維持費 23 13

事務用品費 112 96

通信交通費 247 251
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

動力用水光熱費 23 24

広告宣伝費 17 19

貸倒引当金繰入額 314 －

貸倒損失 18 9

交際費 57 56

寄付金 4 2

地代家賃 168 140

減価償却費 82 113

租税公課 172 154

雑費 41 40

販売費及び一般管理費合計 4,594 4,212

営業利益 4,994 1,686

営業外収益   

受取利息 130 121

受取配当金 15 16

雑収入 72 72

営業外収益合計 218 210

営業外費用   

支払利息 400 335

手形売却損 62 34

金融手数料 155 122

雑支出 44 11

営業外費用合計 662 503

経常利益 4,550 1,393

特別利益   

固定資産売却益 9 9

貸倒引当金戻入額 308 －

債務保証損失引当金戻入額 － 22

関係会社株式売却益 － 4

その他 42 24

特別利益合計 360 61
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 3 3

固定資産除却損 43 57

投資有価証券評価損 38 －

貸倒引当金繰入額 － 40

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 28

債務保証損失引当金繰入額 609 －

減損損失 － 76

災害による損失 － 58

損害補償金 194 －

その他 53 0

特別損失合計 943 264

税引前当期純利益 3,966 1,190

法人税、住民税及び事業税 1,688 400

過年度法人税等 － 151

法人税等調整額 △61 63

法人税等合計 1,626 616

当期純利益 2,340 573
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,584 7,584

当期末残高 7,584 7,584

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,619 5,619

当期末残高 5,619 5,619

その他資本剰余金   

前期末残高 635 635

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 635 635

資本剰余金合計   

前期末残高 6,255 6,255

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 6,255 6,255

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 906 906

当期末残高 906 906

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 40 40

当期末残高 40 40

別途積立金   

前期末残高 1,157 1,207

当期変動額   

別途積立金の積立 50 2,050

当期変動額合計 50 2,050

当期末残高 1,207 3,257

繰越利益剰余金   

前期末残高 225 2,363

当期変動額   

別途積立金の積立 △50 △2,050

剰余金の配当 △152 △253

当期純利益 2,340 573
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

土地再評価差額金の取崩 － △4

当期変動額合計 2,137 △1,735

当期末残高 2,363 628

利益剰余金合計   

前期末残高 2,329 4,517

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △152 △253

当期純利益 2,340 573

土地再評価差額金の取崩 － △4

当期変動額合計 2,187 314

当期末残高 4,517 4,832

自己株式   

前期末残高 △321 △322

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 △322 △324

株主資本合計   

前期末残高 15,848 18,034

当期変動額   

剰余金の配当 △152 △253

当期純利益 2,340 573

土地再評価差額金の取崩 － △4

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 2,186 313

当期末残高 18,034 18,347

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △1 49

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 50 19

当期変動額合計 50 19

当期末残高 49 68

土地再評価差額金   

前期末残高 94 94

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 4
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当期変動額合計 － 4

当期末残高 94 99

評価・換算差額等合計   

前期末残高 92 143

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 50 24

当期変動額合計 50 24

当期末残高 143 168

純資産合計   

前期末残高 15,940 18,177

当期変動額   

剰余金の配当 △152 △253

当期純利益 2,340 573

土地再評価差額金の取崩 － △4

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 50 24

当期変動額合計 2,237 338

当期末残高 18,177 18,516
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  該当事項はありません。 

  

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに 

  取引の目的を含む取引の概要 

       事業の名称 関係会社管理 

       事業の内容 関係会社管理・運営業務 

       当社を吸収合併存続会社、株式会社トーアホールディングを吸収合併消滅会社とする吸   

       収合併 

       東亜道路工業株式会社 

株式会社トーアホールディングは、当社の100％出資子会社であり、主に当社の子会社の管

理・運営業務を行ってきました。その業務を当社に吸収してグループ経営の一層の効率化を

図るため、株式会社トーアホールディングを吸収合併いたしました。 

２．実施する会計基準の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）個別財務諸表に関する注記事項

(重要な後発事象)

  当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

  

  連結子会社の吸収合併

 当社は、平成23年２月10日開催の取締役会における決議に基づき、当社の100％子会社である株式

会社トーアホールディングを平成23年４月１日付で吸収合併いたしました。

（1）対象となった事業の名称及びその事業の内容 

（2）企業結合の法的形式

（3）結合後企業の名称

（4）取引の目的を含む取引の概要
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（６）生産、受注及び販売の状況

  事業別受注・売上・次期繰越高

区   分

前事業年度 当事業年度

平成21年４月１日 平成22年４月１日

平成22年３月31日 平成23年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

（百万円） （％） （百万円） （％）

前 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 19,419 84.3 15,190 79.8

土木工事 3,610 15.7 3,843 20.2

計 23,030 100.0 19,034 100.0

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 23,030 100.0 19,034 100.0

受 
注 
高

建設事業

舗装工事 47,774 63.2 45,534 64.2

土木工事 3,524 4.7 3,299 4.6

計 51,298 67.9 48,834 68.8

製造販売・環境事業等 24,274 32.1 22,125 31.2

合  計 75,573 100.0 70,959 100.0

売 
上 
高

建設事業

舗装工事 52,004 65.4 41,108 61.0

土木工事 3,291 4.1 4,133 6.1

計 55,295 69.5 45,241 67.2

製造販売・環境事業等 24,274 30.5 22,125 32.8

合  計 79,569 100.0 67,366 100.0

次 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 15,190 79.8 19,616 86.7

土木工事 3,843 20.2 3,010 13.3

計 19,034 100.0 22,626 100.0

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 19,034 100.0 22,626 100.0
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    該当事項はありません。 

    ・新任監査役候補  社外監査役（常勤） 森 信一 

    ・退任予定監査役  社外監査役（常勤） 河野 浩 

    ・退任予定取締役  取 締 役     青野 俊弘（現常務取締役執行役員中部支社長） 

 （参考資料） 

  役員の一覧 

  （平成23年６月29日開催予定の定時株主総会及び取締役会、監査役会終了時の予定） 

   取締役  代表取締役 大西 義嗣（社    長） 

        代表取締役 青木 攻 （専務執行役員） 

        取 締 役 安﨑 裕 （専務執行役員） 

        取 締 役 丸尾 和廣（常務執行役員） 

        取 締 役 作田 裕昭（常務執行役員） 

   監査役  常勤監査役 瀨之上泰久 

        常勤監査役 鈴木 俊宏 

        常勤監査役 森  信一 

        監 査 役 神  洋明 

   執行役員 社    長 大西 義嗣  内部統制委員会委員長、経営企画室担当、監査室担当 

        専務執行役員 青木 攻   企画営業本部長兼営業部長、製品事業本部長、 

                      関係事業部担当 

        専務執行役員 安﨑 裕   技術本部長、安全環境品質部担当、 

                      企業倫理推進室担当、中央安全衛生委員会委員長 

        常務執行役員 吉原 健一  関東支社長 

        常務執行役員 伊原 秀幸  九州支社長 

        常務執行役員 作田 裕昭  工務本部長、工務本部高速道路部長、 

                      工務本部建築部長 

        常務執行役員 丸尾 和廣  管理本部長、労働時間等設定改善委員会委員長 

        常務執行役員 川内 正   東北支社長 

        常務執行役員 青野 俊弘  中部支社長 

        執 行  役 員 相馬 樹郎  関係事業部長 

        執 行  役 員 安藤 邦司  関西支社長 

        執 行  役 員 米澤 優二  管理副本部長、財務部長、関係事業担当部長 

        執 行  役 員 森下 協一  中国支社長 

        執 行  役 員 原田 晴光  北海道支社長 

        執 行  役 員 中村 浩   製品事業本部製品部長 

        執 行  役 員 新谷 章   製品事業本部合材部長 

６．その他

（１）役員の異動

  ①代表者の異動

  ②その他の役員の異動
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